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 おわりに

はじめに

本稿は，イギリスにおける行政訴訟である司法審査（Judicial Review），特

にその中でも公益訴訟を対象に，それを利用しようとする場合の財政的負担

の実際と，その財政的負担に対処するために利用されだしているクラウド

ファンディングについて紹介，検討をしようとするものである。わが国にお

いても，行政訴訟ではないが幾つかの訴訟に，近年になってクラウドファン
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ディングが用いられ，クラウドファンディング利用のためのプラットフォー

ムも用意されてきている1）。

司法審査へのアクセスに対する財政的障害については，イギリスにおいて

も， 従来， 公法研究者の検討対象となっておらず， パブリック・ロー・プロジェ

クト（Public Law Project）による調査が初めてその全体像を示したということ

ができると思われる2）。また，デジタル化の進展状況における行政的正義の

状況や3），司法審査の利用のためのクラウドファンディング利用について

は，上記のパブリック・ロー・プロジェクトによる調査も担当したトムリンソ

ン （Tomlinson） による研究成果が公表され4），これらの問題についてようやく

検討が開始されたところであり，今後関心が集まっていくものと考えられ

る。

イギリスにおける司法審査の実態に関して，財政的負担にかかわっていな

い側面については，同じくパブリック・ロー・プロジェクトにかかわる研究者

による調査を含めて，共同研究として，その状況を示してきたところである

が5），本稿では，司法審査の財政的負担に関する側面に焦点を当て，その実

態を明らかにするとともに，それへの対応としての司法審査，特に公益訴訟

におけるクラウドファンディングの具体的な利用例にも簡単に触れながら，

制度上の論点や従来の運動や公益訴訟との相違などを検討していく。

一　司法審査の概要と利用における障害

1　司法審査の概要

（1）　二段階の審査手続

最初に，司法審査請求制度の概要を簡単に紹介しておきたい。司法審査請

求制度は，大きく二段階に分かれるが6），第一段階を許可の場合と不許可の

場合の二つに分けると，三段階のものと理解することもできる7）。

第一は，許可段階であり，司法審査請求が審理されるためには，まず，裁
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判所の許可が要求される。これは， 現在書面で （以前は， 書面審理または口頭審理

で）決定される。第二は，口頭の更新審理（oral renewal）段階である。裁判所

が書面審理に基づいて不許可にした場合には，原告は，決定を口頭審理にお

いて再考することを求めることができる。許可が与えられない場合，控訴院

に抗告することができる。不許可にする際に，裁判官は事件が「全くメリッ

トがない」（totally without merit）と証することができる。司法審査請求の制

度改革の一部として，2013 年 7 月 1 日以来，不許可にされ，「全くメリット

がない」と証された事件は，口頭審理において更新され得ないものとなって

いる8）。以上は，大きく第一段階のものである。

それから第二段階のものとして，口頭審理を行う最終審理段階である。許

可段階または口頭の更新審理段階で，司法審査請求を審理する許可が与えら

れた場合，事件は最終審理され，判決が下される。

近年の動向としては，訴訟件数の増加に伴い，第一段階の許可率が低下し

ていたり，また，第一段階の許可を得ても第二段階の審理が行われなかった

り，第二段階において判決にまで至らない件数が相当多数存在したりする状

況であることがわかっている。その評価として，無意味な訴訟件数が増加し

ているのではなく，許可率が低下しているのは第二段階での審理件数を限定

するためのものではないかと議論され，また，途中で訴えが終了するのは訴

訟当事者で和解が成立するからであると考えられ，そのことは積極的に評価

されている9）。

（2）　緊急手続，仮の権利保護と同意命令

次に，「二」で確認する訴訟費用にかかわって，緊急手続（Application for 

ur gent consideration）， 仮の権利保護 （Interim application） と同意命令 （Consent or-

der）の三つの内容を確認しておきたい。

まず，緊急手続は，事案の状況が司法審査請求の許可申請の緊急の考慮お

よび/または（訴訟前が求められるほど緊急ではないが，裁判所が短縮された時間的枠

組みの中においてそれを処理することを求められるほど依然として十分に緊急である） 仮
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の救済を要求している場合，原告は，訴状を発すると同時に緊急の考慮を申

請することができるとされている10）。次に，仮の権利保護である11）。仮の救

済の申請は，許可段階で考慮される。仮の救済の申請がなされた場合，裁判

官は，仮の救済の口頭審理と許可を命じることができる。最後に，同意命令

である12）。当事者が申請の処理に合意する場合，裁判所に出廷する必要な

く，裁判所から合意に効力を得る命令を得ることができる。

2　非財政的障害と財政的障害

（1）　2012 年以降の非財政的障害

イギリスにおいて司法審査を利用する場合，つまり司法へのアクセスの非

財政的障害を考えた場合，個別の法律によるアクセス制限が考えられるが，

裁判所はそれに対して，一般的にアクセス制限を容易には認めてこなかっ

た13）。近年注目されるのは，保守党と自由民主党の連立政権が 2012 年以降

に提案してきた司法審査制度の改革提案（意見聴取文書の公表）であり，非財

政的障害としては， 特に2013年の原告適格の制限の提案が注目を集めた14）。

その改革提案は，1990 年代以降，しばしば公益訴訟の提起が認められてき

たことを念頭に置いたものである15）。つまり，司法審査の請求件数の増大に

もかかわらず，司法審査の許可件数の割合が低く，さらに，判決にまで至る

件数の少なさを問題とし，訴訟の原告が個別具体的な不利益を受けるわけで

はなく，訴訟によって開発の遅れが出ていると考えた政府が，公益目的で司

法審査を提起する圧力団体の原告適格を限定しようとするものであったが，

このような政府の提案に対しては，法の支配に反するなどとして，批判的な

見解が多く，政府は，その提案を撤回してきている16）。

既に，この改革提案以前に，司法審査申請を求める許可申請の不許可率が

増加し，次の審理に進む事件数をコントロールしていることも指摘されてき

ていた。さらに，従来，不許可を受けた場合にも，口頭での審理による許可

の更新を求めることが行われてきた。これに対して，このような更新手続を
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とることをできなくする「全くメリットがない」というカテゴリーを設ける

ことによって，初期の段階で，訴訟の決着を付ける手続が導入されてきた。

さらに，従来から，訴訟提起を制限する立法が制定されてきているが，近

年においても，同様の立法が制定されている。他方で，早い段階から，裁判

所は，司法へのアクセス保障を重視して，訴訟提起を制限する立法を容易に

は認めない対応をとってきたが，近年でも，その傾向は変わらず，むしろ強

化されているようにすら思われる。

（2）　財政的障害

上記の連立政権以降の司法審査制度における非財政的障害の中で，最も関

心を集めてきた原告適格の制限提案は撤回されたものの，その代わりに新し

く財政的障害が強化されてきた。本稿で紹介する連立政権によってなされた

改革としては，① 口頭許可の申請に基づき支払われる新しい裁判所手数料

（Court Fee）の導入と，司法審査事件において支払われる裁判所手数料にお

ける一連の値上げ，② 原告の弁護士への支払いが（幾つかの例外はあるが）許

可付与に基づく条件付きのものとなるような司法審査事件における法律扶助

（Legal Aid）に対する改革，③ 許可前には付与され得ない費用負担上限命令

（Costs Capping Orders）の導入である17）。

司法審査の財政的障害については，一般的に，「立憲主義者（constitutional-

ist）」見地からの評価と，「経営主義者（managerialist）」見地からの評価の論争

があることが指摘されてきている18）。「経営主義者」の見地からは，いかに

司法審査システムが機能すべきか考察する際の優先順位は，進行しなければ

ならない事件の全体量とその過程の政府側の影響を管理することに置かれ

る。適切な救済手段を提供することに焦点があるが，それは利用できるリ

ソースや，時間適合性，費用効率性と納税者への費用の制限内で考察され

る。対照的に，立憲主義者の見地は，個々の事件における正義と公正に優先

順位が置かれる。この見地からは，正義と公正の考慮は，当然にリソースや

システム全体の考慮に優先する。また，司法審査が提供することができる憲
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法上および社会上の「善」に置かれる。これらはスペクトルの異なる端であ

り，両者のアプローチの緊張は避け難いとされている。こういった見方から

すると，近年，政府は「経営主義者」の見地に立って司法審査の制限をして

きていることになり，以下では，その具体的状況を順次検討していきたい。

二　司法審査へのアクセスに対する財政的障害

1　訴訟費用・弁護士費用

（1）　裁判所手数料

まず最初に，裁判所手数料（Court Fees）の状況をみておきたい19）。2003 年

裁判所法（Courts Act）92 条 1 項は，大法官に「財務大臣の同意を得て」，命

令によって上級裁判所（行政裁判所を含む）によって扱われたものに関して支

払うべき手数料を規定する権限を与えている。また， 同法 92 条 5 項および 6

項は，そのような命令を制定する前に，大法官に，首席裁判官，記録長官，

女王座部長官，家事部長官，および（民事訴訟の手数料に関して）民事裁判官カ

ウンシルに意見聴取することを求めている。さらに，同法 92 条 3 項は，大

法官に，命令における規定を考察する際に，「裁判所へのアクセスは否定さ

れてはならないという原則を考慮する」ことを求めている。

具体的に，現在の行政裁判所における司法審査の裁判所手数料は，表 1の

ように規定されている。

（2）　裁判所システムの費用回収

裁判所手数料のレベルは，裁判所システムを運営する，例えば，審理室や

裁判所管理を提供し，裁判官および裁判所職員の給与を支払うという政府の

費用に密接にかかわっている20）。

2013 年 12 月の意見聴取文書は，裁判所手数料の増額を提案し，付随する

影響評価では，次のように述べる21）。「現在の司法審査の手数料は，費用以
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下となっている。財政的モデルは，これらの手数料が，これらの過程のフル

コストを回収しないことを算出してきた。したがって，政府は，申請のため

に 60 ポンドから 135 ポンドに，口頭審理または口頭の更新のために 215 ポ

ンドから 680 ポンドに増額し，もし口頭の更新が認められた場合には，口頭

審理手数料は放棄されるという，フルコスト価格まで司法審査の手数料を増

額する提案をする」。2014 年 4 月に，司法審査手数料はこの提案に従って，

フルコスト回収を達成するために増額された。さらに，2015 年 8 月に，政

府は，民事手数料における一般的な 10% 増額を含むさらなる手数料増額に

ついて意見聴取した。そして，2016 年 7 月に司法審査手数料がこの提案に

従ってさらに増額された。このことは，2000 年 10 月 2 日からの司法審査の

ための裁判所手数料の増額を示した表 2 からわかる。特に，上記で説明した

ように，2014 年，2016 年に，大幅な手数料の引き上げが行われてきたこと

がわかるのである。

このような対応は，司法審査に限定されたものではなく，審判所の利用に

かかわっても，無償であったものに，高額な手数料を課す審判所の例が出て

きた。そして，労使審判所への高額な手数料の導入については，ユニソン事

件（R (UNISON) v Lord Chancellor ［2017］ UKSC 51）において裁判所でも争われ， 

表 1　現在の行政裁判所における司法審査の裁判所手数料

司法審査申請の許可のために 154 ポンド

口頭審理において，許可決定を再考察する要求の申請の際に（手数料 A） 385 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める許可を与える命令をした場合，請求者への命

令のサービスの 7日以内に請求者によって支払われる以下のもの

もし手続が司法審査の申請の許可の申請によって開始された場合（手数料 B）

［しかし，手数料 A が支払われ，許可が口頭審理で与えられ，手数料 B の下で

支払われる金額が 385 ポンドである場合］

770 ポンド

［385 ポンド］

緊急の考慮の申請（いかなる手数料も支払われない事件の請求をする場合にな

されたのでない限り）

255 ポンド

仮の申請 255 ポンド

同意命令 100 ポンド

（出典）　R. Low-Beer and J. Tomlinson, Financial Barriers to Accessing Judicial Review: An 
Initial Assessment （Public Law Project, 2018）, p. 11.
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表 2　2000 年 10 月 2 日からの司法審査のための裁判所手数料の増額

施行日/施行政令

および改正政令
手数料が課される申請

支払われる

べき手数料

手数料の

値上げ額

2000 年 10 月 2 日

2000 年最高法院手数料（改正 4

号）命令によって改正された，

1999 年最高法院手数料規則別表 1

司法審査申請の許可のために 30 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める

許可を与える命令をした場合，請

求者への命令のサービスの 7 日以

内に請求者によって支払われる以

下のもの

司法審査手続が開始された場合 120 ポンド

司法審査手続の使用による以外に

司法審査請求が開始された場合

 30 ポンド

2003 年 4 月 1 日

2003 年最高法院手数料（改正）命

令によって改正された，1999 年最

高法院手数料規則別表 1

司法審査申請の許可のために  30 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める

許可を与える命令をした場合，請

求者への命令のサービスの 7 日以

内に請求者によって支払われる以

下のもの

司法審査手続が開始された場合 180 ポンド  60 ポンド

司法審査手続の使用による以外に

司法審査請求が開始された場合

 30 ポンド

2005 年 1 月 4 日

2004 年民事訴訟手数料命令別表 1

司法審査申請の許可のために  50 ポンド  20 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める

許可を与える命令をした場合，請

求者への命令のサービスの 7 日以

内に請求者によって支払われる以

下のもの

司法審査手続が開始された場合 180 ポンド

司法審査手続の使用による以外に

司法審査請求が開始された場合

 50 ポンド  20 ポンド

2008 年 5 月 1 日

2008 年民事訴訟手数料命令別表 1

司法審査申請の許可のために  50 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める

許可を与える命令をした場合，請

求者への命令のサービスの 7 日以

内に請求者によって支払われる以

下のもの

司法審査手続が開始された場合 180 ポンド

司法審査手続の使用による以外に

司法審査請求が開始された場合

 50 ポンド

2011 年 4 月 4 日

2011 年民事訴訟手数料（改正）命

令によって改正された 2008 年民

事訴訟手数料命令別表 1

司法審査申請の許可のために  60 ポンド  10 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める

許可を与える命令をした場合，請

求者への命令のサービスの 7 日以

内に請求者によって支払われる以

下のもの
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最高裁は，司法へのアクセス保障を侵害するものとして，それを無効と判断

していることが注目される22）。

（3）　弁護士費用

司法審査へのアクセスに対する障害は，原告適格のような法的なものを除

き，実際的なものに限定しても，財政的負担だけではないが，ここでは，財

政的負担に限定して，どのようなものが障害として認識されているのかをみ

ていきたい。

まず，司法審査を提起する場合，どの程度の弁護士報酬が必要かを確認し

ておく23）。ソリシタは典型的には，ソリシタにより金額が異なる，1 時間当

たりのレートで請求を行うか，固定報酬または両者の組み合わせによってい

る。弁護士報酬のために必要な資金のレベルは事案ごとにかなり異なる。し

かしながら，口頭審理まで進む司法審査を提起する費用は，相当なもので

ある。

司法審査手続が開始された場合 215 ポンド  35 ポンド

司法審査手続の使用による以外に

司法審査請求が開始された場合

 60 ポンド  10 ポンド

2014 年 4 月 22 日

2014 年民事訴訟手数料（改正）命

令によって改正された 2008 年民

事訴訟手数料命令別表 1

司法審査申請の許可のために 140 ポンド  80 ポンド

口頭審理において，許可決定を再

考察する要求の申請の際に（手数

料 A）

350 ポンド 350 ポンド

裁判所が司法審査の請求を進める

許可を与える命令をした場合，請

求者への命令のサービスの 7 日以

内に請求者によって支払われる以

下のもの

司法審査手続が開始された場合

（手数料 B）
［しかし，手数料 A が支払われ，

許可が口頭審理で与えられ，手数

料 B の下で支払われる金額が 385

ポンドである場合］

700 ポンド

［350ポンド］

700 ポンド

［350ポンド］

司法審査手続の使用による以外に

司法審査請求が開始された場合

140 ポンド  80 ポンド

（出典）　R. Low-Beer and J. Tomlinson, Financial Barriers to Accessing Judicial Review: An 
Initial Assessment （Public Law Project, 2018）, pp. 15–16.
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2005 年の統計では，司法審査請求にかかる費用は総計で平均 9,600 ポンド

にまで及んでいたとの指摘があるが24），2007 年の推定は，簡明な事件にとっ

てのリージョンにおける費用を 10,000 ポンドから 20,000 ポンドとし，おそ

らくより複雑な問題の場合はより高額としていた。

推定がなされてからの 10 年において，金額は高額になってきた。実務家

でもあるヒックマン（Hickman）の2017年のブログによれば25），「政府省庁を相

手にした，かなり簡単な 2 時間の司法審査」は，約 8,000 ポンドから 10,000

ポンドの費用がかかる。「1 日続き，中央省庁を相手にしたものではないや

や複雑な請求」 は， 40,000 ポンド超と VAT（消費税）がかかる。「実質的に2日

間の司法審査」 は， 80,000 ポンドから 200,000ポンドかかる。最近の体系的な

情報は欠如している一方で，法的報酬は，明確に相当な金額になっている。

サンキン（Sunkin）らの198件の調査においては，14,999ポンド以下が 23%， 

15,000 ポンド～24,999 ポンドが 26%， 25,000～49,999 ポンドが 30%，50,000

ポンド以上が 20% となっている26）。

さらに，イギリスの場合，原則として敗訴者負担主義が採用されていると

いう問題もある。敗訴者負担には，出訴のための費用だけではなく，弁護士

費用も含むことから，必然的に敗訴した当事者の支払うべき金額は莫大なも

のとなる27）。

もし原告が敗訴したならば，自らと同じく，被告の費用についても負担し

なければならない。したがって，常に，司法審査手続，審判，費用負担命令

の一般的な予測不可能性に注意する一方で，もし敗訴したならば，30,000 ポ

ンド以上の法的請求となり，これにそなえなければならない。

2　法 律 扶 助

（1）　2012 年法

司法審査の場合，もう一つのキーとなる資金調達源が法律扶助であるが28）， 

近年の連立政権下における法律扶助の制限は，深刻な問題となっている29）。
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現行法である 2012 年民事法律扶助，犯罪者の量刑及び処罰に関する法律

（Legal Aid, Sentencing and Punishment of Offenders Act）の内容をみてみよう30）。一

般的にいって，司法審査に関連して二種類の法律扶助が存在する。第一に，

最初の助言と援助をカバーする法的援助（Legal Help）が存在する。法的援助

の場合，法律家は，1 時間当たりのレートが満額に達しうる，現実の費用が

三つ以上の要素によって固定された報酬を超えない限り，なされた仕事量に

かかわらず，固定の報酬，現在 259 ポンドが支払われる。

第二は，法律家代理（Legal Representation）である。この法律家代理は，さ

らに二種類の法律扶助を含む。調査代理（Investigate Representation）と完全代

理（Full Representation）である。両者は，「免許を受けた仕事」であり，法律

扶助委員会から事前に許可が求められる必要がある。弁護士は，規則に規定

されているレートで時間給で支払われる。手続の詳細は省略するが，法律扶

助の利用可能性は，立法によって規律されており，以下のものにより決定さ

れる。請求が「範囲内にあるもの」であり，法律扶助の資格を有するものか

否か，法律扶助の申請者が「資産テスト」を充足するか否か，そして，請求

のメリットがメリットテストを充足するに十分なものか否かである。

本稿との関係で重要であるのは，資産テストによって，週 169.15 ポンド

を得る通常の人は，法律扶助の資格を有しないとされることから，近年の法

律扶助の改革を裁判へのアクセスの危機の一部であるとするヒックマンの批

判である31）。

また， 2012 年法は， 法律扶助の対象を大きく限定するもので， 9 条が， 「一

般事件」として，対象事項を法律に列挙した類型に限定したが，司法審査は

そこに列挙され，列挙されていないものについて，「例外事件」として，法

律扶助の受給資格が認定される可能性を残した32）。さらに，2012 年法別表第

1 部 19 条 2 項によれば， 司法審査手続は， もし 「個人， 個人の家族または環

境のために利益を生む潜在性を有さない」のであるならば，法律扶助の範囲

から排除される。これは，（例えば，戦争反対の運動家であるマヤ・エバンス〔Maya 

Evans〕のような）運動家がそれらに直接影響を与えない政府の決定を争うた
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めに法律扶助を得ることを防ぐ政府の試みであった33）。

2012 年制定後には，手続（Procedure）・実体基準（Merits Criteria）・報酬（Re-

muneration）に関する三つの規則が制定されている。「報酬規則」において，

政府は，「許可なければ，報酬なし」の仕組みを導入してきた34）。弁護士代

理は，申請が認められる場合にのみ，許可段階の法律扶助活動の報酬が得ら

れるというものである。この仕組みにかかわって，幾つかの論点が生まれて

きた。被告が決定を取り下げた場合，裁判所が口頭審理を命じた場合，裁判

所が許可段階と本案について同時に巻上げ（rolled-up）審理を命じた場合

に，現在では支払いがなされることになっている35）。

以下では，「実体基準規則」の内容について多少詳しく紹介しておく36）。

実体基準は，認容の見込みが請求手続を正当化するために十分なものでなけ

ればならないというものである。さらに，一般的に，提案された原告に対す

る利益が公的資金援助を正当化するために十分なものでなければならないと

いうものである。認容の見込みは，「かなり良好 （Very good）」，「良好 （Good）」， 

「適当（Moderate）」，「境界線（Borderline）」，「ぎりぎり（Marginal）」，「貧弱（Poor）」， 

「不明確（Unclear）」という類型に即して測定される。

「かなり良好」は認容の見込みが 80% 以上，「良好」は 60–80%，「適当」

は 50–60% であることを意味する。「境界線」は，認容の見込みがぎりぎり

または貧弱ではないが，事実，法または専門的証拠の困難な紛争が存在する

ために，認容の見込み 50% より良いということが可能ではない，また，「ぎ

りぎり」は，認容の結果を得るための 45% またはそれ以上の機会がある

が，50% 未満であることを意味する。他方，「貧弱」は認容の見込みが明確

に 45% 未満であり請求が認められない，「不明確」はよりいっそうの調査が

要求されるので上記のいずれにも入らないことを意味する。

規則は，手続を開始するために完全代理を提供する証明が，もし認容の見

込みが不明確または貧弱であるならば，拒否されることを規定している。も

し認容の見込みが境界線またはぎりぎりで，事件が原告に対する圧倒的な重

要性がある重大なより広い公益を有するまたは重大な人権の論点を提起する
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ようにみえないならば，完全代理は拒否される。

実際には，司法審査は，内在的に高リスクの訴訟の形態であるので，認容

の見込みが，「かなり良好」または「良好」であると言い得る司法審査の請

求はかなり少数である。しばしば，明確ではない法にかかわる紛争があり得

るであろう。さらに，司法審査を請求している段階で，被告の主張は不明確

かもしれない。

加えて，実際にはしばしば法にかかわる紛争が存在するけれども，経験あ

るカウンセルまたはソリシタがある程度の正確性をもって認容の見込みが

50% よりも大きいか （その場合は，適当） または 50% 未満か （その場合は，貧弱） 

決定しなければならないので，認容の見込みが「境界線」であるという基礎

の司法審査は少数である。

もし請求が「境界線」または「ぎりぎり」であるならば，請求が三つの追

加的要素の一つが存在していることを示すことが必要である。それは，重大

なより広い公益が存在していること，原告に圧倒的な重要性があることまた

は請求が重大な人権の論点を提起していることである。重大なより広い公益

がある事件は，公衆や，同一視できる階層を構成する個々人に現実の利益を

生むものである。多数の者に影響する法原則を判断する事件はこの類型に入

る。原告に圧倒的な重要性がある事件は，原告の生命，自由または物理的安

全性に影響を与え，ホームレスのリスクを生じさせる事件である。庇護事件

は，一般的に，この類型に入ると考えられる。事件が重大な人権の論点を提

起するか否かは比較的明確である。

（2）　法律扶助の付与件数と割合

表 3は，どのくらいの件数の司法審査が 2000 年から 2016 年までに法律扶

助によって支援されているものとして記録されているかについて，行政裁判

所事務局の COINS のデータベースからとられた情報を示すものである。移

民・出入国管理事件の司法審査は，近年上級審判所に権限が移されている

が，法律扶助を受けている件数や比率の減少傾向をみてとることができ
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表 3　2000 年から 2016 年までの行政裁判所の COINS のデータベースに

おける法律扶助によって援助されている司法審査の件数　　

年 次 司法審査の件数
法律扶助を受けた

司法審査の件数　
割 合

2000  4,238  1,163 27.44％

2001  4,722  1,733 36.70％

2002  5,372  1,586 29.52％

2003  5,938  1,938 32.64％

2004  4,200   913 21.74％

2005  5,356   930 17.36％

2006  6,421  1,077 16.77％

2007  6,684   921 13.78％

2008  7,093  1,024 14.44％

2009  9,098  1,440 15.83％

2010 10,553  1,340 12.70％

2011 11,360   799  7.03％

2012 12,429  1,246 10.02％

2013 15,594   933  5.98％

2014  4,065   240  5.90％

2015  4,679   205  4.38％

2016  4,300   195  4.53％

（出典）　J. Tomlinson, “Crowdfunding Public Interest Judicial Review: A 
Risky New Resource and the Case for a Practical Ethics” ［2019］ P.L. 
166, p. 172.

表 4　法律扶助の有無による原告ソリシタの費用

14,999ポンド

以下

15,000～24,999
ポンド

25,000～49,999
ポンド

50,000ポンド

以上
総　　計

件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合

法律扶助 34 24% 43 31% 40 28% 24 17% 141 100%

他の資金 12 21% 8 14% 20 36% 16 29% 56 100%

総　数 46 23% 51 26% 60 31% 40 20% 197 100%

（出典）　V. Bondy, L. Platt and M. Sunkin, The Value and Effects of Judicial Review: The 
Nature of Claims, their Outcomes and Consequences （Public Law Project, 2015）, p. 49.
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る37）。このような状況が，以下で扱うクラウドファンディングに基づく訴訟

のための費用集めに関心を集める原因となっている。

さらに，サンキンらの調査によれば，法律扶助と費用のレベルは，表 4の

ようである。これは，法律扶助を得た事件は低額の費用へ向かう傾向を示し

ており，費用による相違は，統計上かなり明らかである38）。

3　条件付成功報酬契約・第三者による訴訟費用の提供

（1）　条件付成功報酬契約

次は，条件付成功報酬契約である39）。条件付成功報酬は，しばしば，「勝

訴なければ報酬なしの取決め」として言及される。司法審査において，それ

は原告と弁護士の間の，弁護士に勝訴した場合にのみ報酬が支払われるとい

うことを基礎として弁護士が活動することに合意することを要求する契約で

ある。弁護士は，何も支払われないリスクのために勝訴した場合には 100%

まで成功報酬が支払われることを求めることができる。しかしながら，2013

年 4 月以降，成功報酬は，もはや被告から回収することができないが，その

代わりに原告によって支払われなければならない。司法審査の非財産的性格

を前提にするならば，成功報酬を支払う見込みは，しばしば成功報酬契約を

高額で魅力がないものにする。そのため，多くの司法審査の原告は，もし通

常，「条件付成功報酬ライト」として知られている特定の類型の成功報酬に

合意することができる場合にのみ進められ得る。この「条件付成功報酬ライ

ト」は，ソリシタに支払われる費用を他の側から回収できる費用額に費用を

限定し，弁護士に成功報酬を支払うことを原告に要求しない契約である。も

し事件が勝訴し，なかんずく費用命令が得られるならば，原告の弁護士は，

完全な報酬を回収することができる。条件付成功報酬ライトは，固定報酬と

ともに用いることができる。
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（2）　第三者による訴訟費用提供の許容

次に，財政的負担の克服法として，イギリスだけではなく他国においても

議論や利用が始まっているクラウドファンディングについて説明する。過去

においては，第三者による訴訟のための資金調達は禁止されていたが，徐々

に緩和され，第三者による訴訟のための資金調達も認められてきた40）。

また，民事訴訟の費用に関するジャクソン（Jackson）報告書においては，

第三者の資金提供は，原則として「便益があり，支持されるべきである」，

なぜならば，とりわけ他の便益の中で，それは，「訴訟の費用を調達する追

加的手段，幾人かの当事者にとっては，訴訟の費用を調達する唯一の手段を

提供するものであり，（したがって）司法へのアクセスを促進する」とされ

ている41）。クラウドファンディングにおいても，第三者による資金提供がな

されており，同様に考えられることになる。

三　司法審査におけるクラウドファンディング

1　重要な二つの団体（CrowdJustice と the Good Law Project）

（1）　クラウドジャスティス

司法審査におけるクラウドファンディングでは，次の二つの団体が重要で

あると考えられている。まず一つ目は，クラウドジャスティス （CrowdJustice） 

であり42），将来の事件を公表し，資金集めをする事件所有者（資金調達をしよ

うとする者）のためのプラットフォームを提供する。事件所有者は，クラウ

ドジャスティスからの援助を受けて，資金提供を求める事件の詳細，目標

額，資金集めをするデッドラインを説明するウェブページを作成する。ペー

ジは，典型的には，ソーシャルメディアを通して公表され，オンラインの寄

付が承認される。もし目標が達成されるならば，そのとき資金は事件所有者

のソリシタの顧客口座に移される。クラウドジャスティスは，資金集めした

全体から 6% の「プラットフォーム手数料」に加えて消費税をとる。また，
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支払い過程では，一誓約につき，1.7% の利用料に加えて 20 ペンスとなる。

もし事件所有者の目標が達成されないならば，クラウドジャスティスは，手

数料をとらないし，誓約はキャンセルされ，寄付者のカードにはチャージさ

れない。もし事件が進むならば，事件の最後に用いられなかった資金は，ソ

リシタによってクラウドジャスティスに返還される。事件所有者は，そのよ

うに用いられなかった資金をクラウドジャスティスの別の事件に移すようま

たはそうせずに，裁判へのアクセス基金に寄付することを選ぶことができ

る。1,000 ポンド以上を寄付する者は，比例した返還の選択肢を与えられ

る。クラウドジャスティスは，なんらの法的助言も提供しない。事件につい

てのすべての情報は，事件所有者とその弁護士から提供される。

（2）　グッド・ロー・プロジェクト

二つ目は， グッド・ロー・プロジェクト （the Good Law Project） であり， ダイレ

クターである， 租税法の専門的バリスタであるモーム （Maugham） 勅選弁護士

によって創設されている43）。グッド・ロー・プロジェクトは，クラウドファン

ディングのプラットフォームではなく，先に紹介したクラウドジャスティス

を用いているが，クラウドファンディングはその活動のキーとなる部分であ

る。それは政治的なプロジェクトであることを明示しており，その目的は，

変化の要求を駆動させるために，訴訟を用いることである。

モーム勅選弁護士は，次のように政治的領域において法を用いる四つの理

由をあげる44）。第一は，法を変更する訴訟である。第二は，法の遵守を強制

することである。第三は，法を知る訴訟である。第四は，争点を政治的ア

ジェンダに押し上げる訴訟である。ただし，租税，雇用上の権利，ブレグ

ジットを含む特定の領域を対象としているとされる。

グッド・ロー・プロジェクトがかかわった最初の事件は，究極的にミラー判

決 （R (Miller) v Secretary of State for Exiting the European Union ［2017］ UKSC 5; ［2018］ 

AC 61）において最高裁によって判決を下された議論に関連している（ただし， 

グッド・ロー・プロジェクトは訴訟にはかかわっていない）45）。また，ブレグジットに
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かかわっては， 選挙委員会による離脱派（Vote Leave）の支出調査に対して， 選

挙委員会の調査は誤った法のテストを適用し，事実に関して不適切であった

と論じ，訴訟を提起した（R (the Good Law Project) v Electoral Commission & Others 

［2018］ EWHC 2414（Admin））。さらに，ミラー第二事件と同じく，ジョンソン

首相が国会を閉会としていることをスコットランドにおいて争い，チェリー

判決へとつながった46），クラウドジャスティスを通して 207,970 ポンドを調

達して争ったものがある（R (Miller) v Prime Minister and Cherry v Advocate Gener-

al for Scotland ［2019］ UKSC 41; ［2019］ 3 WLR 589）。

クラウドジャスティスとグッド・ロー・プロジェクトは，支持する価値のあ

る事件であることを確信するために，異なるアプローチを有する。クラウド

ジャスティスは，事件を取り上げるすべての個人またはグループが資格を有

するソリシタまたはバリスタを有すること，または事件が非営利団体によっ

て取り上げられ，それから，寄付者に事件のメリットを説得するよう「運動

する」ために非営利団体にそれを委ねることを求める。グッド・ロー・プロ

ジェクトは，この目的でダイレクターのリソースを用い，それが支持するこ

とができる事件の数を限定する。

（3）　多様なクラウドファンディングによる司法審査

司法審査のクラウドファンディングにかかわる者は，これら二つの団体よ

りもかなり多様なグループであることに注意することも重要である。例え

ば，目的を達成するために訴訟を提起する多くのチャリティがクラウドファ

ンディングにかかわっている。十分な資力を欠いている個人が訴訟を提起す

る場合も同様である。いままで大きなスキャンダルは存在しないが，潜在的

に混乱が起こり得ることにも注意が必要である。

クラウドファンディングによる司法審査の失敗例もある。ウェブスター事

件（R (Webster) v Secretary of State for Exiting the European Union ［2018］ EWHC 1543 

（Admin）） は， ミラー事件の後に提起された， 一連の事件を構成するものであ

り，イギリスによって EU に送付された離脱の通知を争おうとした事件で，
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あまりうまく管理されていなかったと考えられている47）。司法審査請求は，

違法性を争う通知から 9 カ月後と，出訴期間として示された迅速でもなく 3

カ月過ぎて提起され，「議論の余地なし」として許可を拒否された48）。口頭

の更新審理においても，申請は，「一」で説明した「全くメリットがない」

ものとされた。成功した幾つかの他のクラウドファンディングの例とは異な

り，提供された議論の詳細やキーとなる訴訟文書は公開されず，相当な失望

すべき透明性の欠如によって特徴付けられるとされた。クラウドファンディ

ングの有名事件とともに，こういった失敗例に注目することも必要である。

（4）　新型コロナウイルスによるパンデミック下の司法審査

新型コロナウイルスによるパンデミック下における司法審査について，13

名の弁護士へのインタビューによる実証的な調査が行われ，伝統的な口頭審

理からリモート審理へと変化した手続の実態や49），新型コロナウイルスをめ

ぐる事件の分析がなされている50）。新型コロナウイルスをめぐっては少なく

とも 63 件の訴訟が提起され，これらの内 43 件は中央政府の行為を争うもの

であり，また，少なくとも 13 件がクラウドファンディングによって争われ

ていることが紹介されている。

運動の成功の程度は異なることが紹介されており，筆者がクラウドジャス

ティスのホームページを 2020年 7月 3日に確認したところ， ロックダウン自

体の適法性を争うロンドンのビジネスマンであるサイモン・ドーラン（Simon 

Dolan）氏に，225,000ポンドに増額された目標に対して，6,536名から201,428

ポンド集まっている一方で，ウーバー（Uber）や他の民間ハイヤー運転手の

労働条件を争うものについては，10,000 ポンドの目標に対して，54 名から

1,167 ポンド集まっているにとどまるものもある。この二つの訴訟は，紹介

してきたクラウドジャスティスを用いたものである。

また，グッド・ロー・プロジェクトが担当しているものもあり，教育の二事

件において，一般的に学校の閉鎖の影響に焦点を当て，障がいのある児童が

学校閉鎖の間に背後に隠れないことを保障するための適切な措置を政府がと
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らなかったと主張している。

わが国においても新型コロナウイルスへの対応は大きな関心になっている

が，イギリスにおいては既に訴訟で争われ，一定数はクラウドファンディン

グが用いられているわけである。最も中心的なものと思われるロックダウン

自体にかかわる訴訟は少なくとも 6件あるようであるが51），ここでもクラウ

ドファンディングが用いられ，ロックダウンが 1984 年公衆衛生（疾病統制）

法（Public Health （Control of Disease） Act）の権限を踰越しており，ヨーロッパ

人権条約に違反しているとして，ロックダウンの適法性を争っている先にあ

げたドーラン氏を多くの者がクラウドファンディングを通して支援してい

る。このように最重要課題と思われる問題に関して，クラウドファンディン

グが用いられ，運動が展開されていることがわかる。

2　政府・裁判所の対応と費用負担上限命令

（1）　政府・裁判所の対応

まず，政府は，司法審査におけるクラウドファンディングに関していかな

る明確な政策的立場も有していないとされている52）。政府は，他の政策領域

においてクラウドファンディングを促進してきたが，いまだ訴訟の領域にお

いてそこまではいっていない。一方で，クラウドファンディングを支持する

ことは，司法制度への公的資金を近年劇的に削減してきた政府にとって魅力

的な政策であると考えられる。クラウドファンディングが成功すれば，この

ことは，幾つかの状況において公的資金の有用な代替物となり得るからであ

る。他方で，司法制度におけるクラウドファンディングを支持することは，

特に最近の支出削減に留意すると，クラウドファンディングが法律扶助の

劣った代替物であるという見解へと通じるかもしれない。クラウドファン

ディングが公的支出の効果的な同様の代替物であり，またなり得るというい

かなる証拠も全く存在しないからである。

どのようにクラウドファンディングを司法審査に関する政府の一般的政策
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へと統合するかは，今後を待たなければならない。もしクラウドファンディ

ングによる公益的司法審査が成長するならば，または，クラウドファンディ

ングがそのような司法審査の管理のされ方に消極的な効果をもつならば，長

期的な影響があり得るであろう。ハーロー（Harlow）とローリングス（Rawlings） 

は，政府が実体的な訴訟を鈍らせることを意図した手続的制約を含む「取り

締まり（clamping down）」を説明しており，クラウドファンディングによる

訴訟でも同様のことが起こり得ると考えられる53）。

また，裁判所内部におけるクラウドファンディングに関する見解は，長期

的には重要である。司法審査の多くは，裁量的なものとして残っており，こ

のことは，裁判所の態度と思考が事件に重要な影響を有し得ることを意味す

る。起こり得る消極的な結果に照らして，クラウドファンディングは，明示

的な政治的運動を裁判所にもたらすことによって，裁判所をいらつかせるリ

スクをもつかもしれない。また，クラウドファンディングの訴訟行動に与え

る影響として，それが弁護士によるスタンドプレーへと通じるというような

影響について明らかな関心がある。より一般的には，クラウドファンディン

グのよりいっそうの使用は，原告が訴訟資金を求めるならば，クラウドファ

ンディングをすべきという非現実的な期待を生むかもしれない。最後に，裁

判所は，クラウドファンディングを用いた司法審査の「費用負担上限命令」

については好意的な判断をしていることから，以下で少し詳しくみておきた

い54）。

（2）　費用負担上限命令

費用負担上限は，原告が敗訴した場合に，原告に課せられる被告側の訴訟

費用の支払い義務を免除する，または原告が支払うべき被告側の訴訟費用の

総額に上限を設けるものである55）。

従来の保護費用命令から 2015 年の刑事司法及び裁判所法（Criminal Justice 

and Courts Act）における改正により，費用負担上限命令（costs capping orders）

が導入された56）。費用負担上限命令は，訴訟の結果にかかわらず，当事者の
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費用に保護を与えるために，訴訟手続の初期段階で求められ，与えられる。

裁判所が費用負担上限命令を与える前に充足すべき条件は，司法審査の請

求の許可が与えられること，訴訟が公益訴訟であることに裁判所が納得する

こと，費用負担上限命令なしでは，申請者が訴訟手続に参加することを撤回

するまたは終わらせることによって合理的に活動することを裁判所が納得す

ることである。そして，以下の場合にのみ，訴訟は「公益訴訟」と考えられ

る。つまり，訴訟の対象となっている論点は，一般公益に重要であること，

公益が論点が解決されるべきことを要求していること，訴訟がそれを解決す

る適当な手段を提供することである。多数の考慮事項が申請を吟味する裁判

官によって考慮される。すなわち，救済が司法審査の請求人に与えられるな

らば，直接に影響を受ける人の数，これらの人への影響がいかに重要か，訴

訟が一般公益の重要性を有する法の問題の考察を含むかである57）。

サンキンらによれば58），費用保護命令を廃した政府の意図は，裁判官があ

まりにも容易に費用保護命令を与えることであった。司法省は，裁判官に

よってとられるリベラルなアプローチが「バランスを過度に傾けており」，

「原告が司法審査を彼または彼女自身の利益のために司法審査を提起すると

きに，費用保護命令が用いられる」ことを懸念しており，他方で，「請求に

直接または有形の（tangible）利益をもたないグループによってもたらされた

争いの運動の道具として司法審査の使用」を容易にするとともに，ことを可

能にしたことを不満に思っていた59）。実際には， サンキンらの調査によれば， 

502 件において，費用保護命令が与えられたのは 7 件（環境事件を除くと 3 件）

と少数にすぎなかった60）。

クラウドファンディングを利用した訴訟で，費用負担上限命令が認められた

ものに， ケンブリッジ大学の理論物理学者として有名なホーキング（Hawking） 

教授を含む 5 名の原告が政府の政策を争った事件がある。2018 年 1 月 28 日

に，責任あるケア組織を設置する政府の政策が民営化に通じるものであると

して，批判的な運動団体によりその適法性を争うために高等法院に提起され

た司法審査は，司法審査請求の許可を与えられたものの費用負担上限命令を
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拒否された。しかし，同年 2 月 22 日に，チーマグラッブ （Cheema-Grubb） 裁

判官は，2005 年のコーナーハウス事件控訴院判決（R (Corner House Research) v 

Secretary of State for Trade and Industry ［2005］EWCA Civ 192; ［2005］ 1 WLR 2600）に

おける費用保護命令に示された基準を適用して61），クラウドジャスティスの

何千名もの支持者によって財政援助された司法審査が費用負担上限命令の制

定法上の要件を満たすと判断した（R (Hawking) v Secretary of State for Health and 

Social Care ［2018］ EWHC 989 （Admin））62）。また，チーマグラッブ裁判官は，本

件において，公衆は，政府側には租税によって，原告側にはクラウドファン

ディングによって，両当事者に資金提供しており，費用負担上限命令は，完

全に適切であるとする。したがって，将来，費用負担上限命令の申請が，ク

ラウドファンディングによる司法審査訴訟の共通の特徴となると考えられ

る。

3　訴訟の財政的負担者とクラウドファンディングの目的

（1）　訴訟の財政的負担者

費用にかかわって，別の論点を確認しておく。裁判所には，制定法によ

り，訴訟当事者以外の者に訴訟費用の支払いを命じる権限が与えられてい

る。一般に，訴訟当事者以外の者への訴訟費用命令は，「純粋な」資金提供

者に対しては行われない。これは，友情，自然な愛情，政治的忠誠といった

感情から訴訟に資金的貢献を行った非当事者を指す。アーキン事件（Arkin v 

Borchard Lines Ltd ［2005］ EWCA Civ 655; ［2005］ 1 WLR 3055）においては，商業的

な資金提供者については，敗訴当事者に金銭的貢献をした限度で，訴訟費用

を支払う義務を負う場合があると判示した63）。

2015 年刑事司法及び裁判所法 85 条・86 条は，司法審査請求の財政情報の

提供を求めるもので，3,000 ポンド以上の資金を提供して訴訟を支援する第

三者の情報を含めるものであった64）。この規定は 2018 年段階でいまだ施行

されていなかったが，「訴訟の資金援助のリスク」というクラウドジャスティ
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スの以下の規則は，この規定を意識して，「この要求は，特定の事件の司法

審査に 3,000 ポンド以上を寄付する者はさらなる費用リスクに服する。」こと

を説明している。さらに，寄付者が「事件の遂行または訴訟戦略についての

所有，コントロールまたは助言する権利を含む，事件におけるまたは事件に

対するなんらの権利をもたず，その貢献が（財政上のものであれ，他のものであ

れ）権利をもつ資格を与えないことを認め， 同意する」 ことを規定している。

この規定の目的は，事件管理のコントロールの行為が非当事者費用命令に服

する非当事者を（通常，非当事者費用命令には服さない）純粋の資金負担者から

区別する特徴の一つであるため，費用命令において寄付者が責任を負うとい

う事件を最小限のものにしようとするものと考えられる。もしこの領域でク

ラウドファンディングが成長し，先の条文が施行されるならば，寄付者が裁

判所の命令に服する程度は，寄付の量や金額を決定するキーとなる要素にな

るかもしれない65）。

（2）　クラウドファンディングの目的―「投資」をベースとすることの有無

上記の点にかかわって，投資者が金銭的請求に財政的利害を有している

「投資をベースとするクラウドファンディング」モデルと投資者の報酬が非

金銭的なまたは無形の（intangible）「投資をベースとしないクラウドファン

ディング」モデルの間に重要な区別がなされ得る66）。アメリカの法学研究者

であるペリー （Perry） は， クウドファンディングを 「投資をベース」 にしたも

のと「投資をベースにしない」ものに分けるが67），これは，クラウドファン

ディングの寄付者の目的による区別であると考えられる。ペリーは，「投資

をベースとするクラウドファンディング」が推奨されるべきであり，「投資

をベースとしないクラウドファンディング」は抑制されるべきものとする。

それは，「投資をベースとするクラウドファンディング」は，自らの資金を

事件に投資する者のインセンティブがある種のフィルターを提供するので，

より安全なものであり， 他方で， 「投資をベースとしないクラウドファンディ

ング」では，請求が第一次的に政府の活動の適法性であり，財政的利益では
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ないことから，寄付者が事件のメリットを適切に吟味するインセンティブに

乏しいと考えるからである。ペリーは， 「投資をベースとしないクラウドファ

ンディング」モデルにおいて，メリットのない請求を生み出すリスクを最小

限のものにするために，請求が専門的な審査過程に服するべきことを提案す

る。そして，クラウドファンディングにかかわる異なる組織が，審査に関し

て異なるアプローチを有している。クラウドジャスティスは，事件を扱うす

べての個人またはグループが資格を有するソリシタまたはバリスタを有する

か，または事件が非営利組織によって扱われることを要求している。グッ

ド・ロー・プロジェクトは，この目的のためにダイレクターであるモーム勅選

弁護士が活動する。いかなるレベルの審査が要求され，どのようにそれを確

保するかが，実際には，キーとなるデザインの問題である。

4　従来の資金集め運動との相違と公益訴訟モデルの展開

（1）　従来の資金集め運動との相違

従来の資金集め運動との相違も問題となる。クラウドファンディングは必

ずしも目新しいものではないという意見がある。しかし， クラウドファンディ

ングは単なる既存の実務のデジタル化以上のものである68）。クラウドファン

ディングは多くの点で質的に異なる。例えば，資金集めがオンラインで行わ

れるという事実は，それがより広範にアクセスすることができ，資金集めの

運動は，より広範に広められるであろうことを意味する。同様に，運動は，

おそらく全国的な政治的論点となる，または既存の全国的論点に関連したも

のとなるであろう。さらに，オンラインシステムの使用はまた，運動をホス

トする新しい重要なアクターであるプラットフォームを創造する。クラウド

ジャスティスのようなプラットフォームは今日この領域におけるキープレイ

ヤーであり，いかに資金集めの運動が行われるかに影響を与える権限を有し

ている。したがって，資金集めの集権化は，従来の運動とは相当に異なるも

のであり，クラウドファンディングを通した運動が，例えば歓迎されない計
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画決定を争うために団結する地域社会の少数のメンバーの運動と同じという

わけにはいかないと考えられる。

（2）　閉じられたモデルから開かれたモデルへの展開

次に，トムリンソンが，クラウドファンディングはイギリスにおける公益

訴訟の「閉じられたモデル」からより「開かれたモデル」への展開を生み出

していることを指摘していることが注目される69）。

司法審査のモデルは，原告適格が狭く，審査の根拠・基準が限定されたも

のから，原告適格が広いものへと変わり，さらに，公益訴訟・公益的訴訟参

加が認められ，審査の根拠・基準も広がったものへと変わってきた70）。最近

の 10 年間において，イギリスにおける公益司法審査は，そのような訴訟の

専門性を有する組織（例えば，リバティ 〔Liberty〕 またはジャスティス 〔JUSTICE〕）

またはある特定の政策領域の専門性を有する組織（例えば，環境団体であるグ

リーンピース 〔Greenpeace〕） によってしばしば提起されてきた。この訴訟は， 複

雑で，高価で，予測し難いものであり，とても注意深く扱われてきた。同じ

少数の組織がしばしば登場し，これらの組織は，同様の使命を有していると

みられてきた。そのような組織によって行われる公益訴訟は，通常，経験あ

る弁護士と組織の幹部会員を関与させていた。訴訟を行う際に，組織は，一

般的に彼らに規律と注意をもって訴訟を行うよう様々な圧力を与えた。例え

ば，彼らは，しばしば理事会に，時にはより広い会員にアカウンタビリティ

を有していた。これは，公益司法審査の「閉じられたモデル」であり，活動

は専門的なものであった。

クラウドファンディングとともに，もし，伝統的な活動グループの外側か

らの原告によって提起される多くの事件が存在するならば，公益訴訟の「閉

じられたモデル」は押しのけられる可能性がある。クラウドファンディング

により財政的障害が克服され，クラウドファンディングが重要性において成

長し続けるのであれば，イギリスにおける訴訟の一領域としての公益司法審

査はより多様なものとなる。訴訟のための新しい焦点を当てられた領域が生
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じ，新しいグループや人々がかかわってくるかもしれない。このように，ク

ラウドファンディングは，公益訴訟の「閉じられたモデル」から「開かれた

モデル」への展開を生むかもしれない。しかし同時に，近年において公益訴

訟の様相を相対的に安定させていた構造が同じようには存在しないかもしれ

ず，単純に公益訴訟の潜在的な民主化や多様化よりもよりニュアンスのある

ものとなるかもしれない。

クラウドファンディングがもたらす，公益司法審査の「閉じられたモデ

ル」からより「開かれたモデル」への展開とともに，新しいアクターが登場

する機会が存在する。モーム勅選弁護士は，クラウドファンディングが公益

訴訟にかかわる人を広げる可能性を示す良い例である。伝統的な構造は，

モーム勅選弁護士や彼の歩みに従う他の者においては必ずしもなく，クラウ

ドファンディングは，自らを寄付者という基礎にアカウンタビリティを負う

ものとしてみる。

トムリンソンの指摘に公益訴訟の展開をあわせて考えてみると，専門的団

体が原告となるものだけではなく，個人が原告となるものもあり（例えば，

ブレグジットにかかわって原告となっているミラー氏や， ロックダウンにかかわって原告

となっているドーラン氏），これは争点の重要性がより意味をもつようになって

いると思われ，クラウドファンディングは，特にこの重要な争点を提起する

個人や小規模グループが原告となる公益訴訟提起を後押しするものではない

かと考えられる。そのため，特に訴訟のコントロールも組織内部的なものか

らより開かれたものとなり，結果として，既に紹介してきたように，時とし

てコントロールが不十分な失敗例へとつながるようにも思われるのである。

そのためトムリンソンが指摘するように，この変化とともに，幾つかの事

件においては，公益司法審査の実務に変化があるかもしれず，クラウドファ

ンディングに対するなんらかの制度的対応は，この新しい状況のダイナミッ

クスを考察しなければならないことになる。
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おわりに

わが国においても，クラウドファンディングの利用が始まっているが，そ

の背景の相違にも注意が必要である。まず，公益訴訟という場合，イギリス

においては，権利利益の侵害があるとは言い難い場合であっても，原告適格

が付与されるような変化があったが，わが国においては，このような意味で

の公益訴訟は依然として困難であることである。また，イギリスにおいて

は，公益訴訟を担うことができる規模が大きい運動団体も少なくなかったと

考えられるが，わが国では，訴訟を担うことができる運動団体もほとんどな

いのではないかと考えられる。そのため，イギリスにおいては，公益訴訟の

モデルの展開が議論されるのに対して，わが国では，同様の議論を行うこと

はできないと思われる。

さらに，イギリスにおいては，敗訴者負担主義にも関連して，司法審査利

用のために，相当高額な費用を必要とする一方で，とりわけ公益訴訟を制限

しようとする連立政権の制度改革以降，従来の充実した法律扶助を得ること

が難しくなるなど，司法審査の財政的負担が大きくなる中でクラウドファン

ディングの利用が始まったと考えられる。それに対して，わが国では，そも

そも法律扶助は限定的であり，弁護士による自己負担（手弁当）での訴訟担

当がなされてきたが，司法改革による弁護士の経済状況の変化などにもかか

わって，弁護士がこのような負担を自ら担うことが困難になってきたという

背景があるように思われる。わが国においては，このような法律扶助が限定

的すぎるし，公益訴訟の提起が困難であるといった問題点に触れずに，クラ

ウドファンディングの利用に期待すべきかといった論点があることにも注意

が必要である。

他方で，司法審査におけるクラウドファンディングの利用は，イギリスが

わが国に先行しているとはいえ，その経験や理論的な検討はいまだ限られた

ものとなっている。その現状の把握から検討が必要と思われるが，司法審査
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におけるクラウドファンディングの長短を明らかにし，その利用のためにな

んらかの審査が必要となるのか，さらに，事件に関する情報提供や透明性を

どのように確保すべきか，公益訴訟における参加者の開放性の評価などの基

本的な論点をはじめとして，あるべき姿を模索していかなければならないこ

とは，イギリスにもわが国にも共通していると考えられる。
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